第Ⅱ章　めざす社会と今後の社会教育の方向性
１　今後めざす地域社会の状態
　　　ここでは、これまでの分析を踏まえ、今後、大阪府においてどのような地域社会をめざしていけばよいのかを、社会教育の観点から考えてみたい。
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社会教育を進めていく大きな推進
　　力は、住民一人ひとりの自主的・自
発的な活動であり、思いを共有する
人々の相互学習である。教育コミュ
ニティづくりも地域の教育力の向上
をめざした協働による活動を基盤と
した仕組みや運動であり、主人公は
すべての住民である。
　　　社会教育の推進にあたっては、住
民が「その気」になって自ら参加・参画する機運や環境を整えることが何よりも大切であり、とりわけ地域活動においては、「はじめに」で述べたように、信頼感や共通の規範に裏打ちされた人と人のつながりが人々の自発的な協力を促し、様々な成果を生み出すことが期待される。
　　　そこで、当会議では「ソーシャル・キャピタル」を高めるという観点から、具体的に必要と思われる要素を考えあわせて、「めざす地域社会の状態」を次のように表現することとした。
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このような状態を保つことができれば、地域の教育力はおのずと高まり、住民一人ひとりが身近な地域の課題に気づき、その解決に向けてお互いが働きかけあうことができる社会へとつながっていく。
２　地域の教育力の向上に向けて
　　では、具体的に地域の教育力を高めていくためにはどうしたらよいのか。国のデータ等も参考に考えていきたい。
まず、平成１８年に文部科学省が実施した「地域の教育力に関する実態調査」によると、小・中学生の保護者の６割近くが、自分の子ども時代と比べて地域の教育力が低下していると考えている。その理由としては、「個人主義の浸透」をあげる人が最も多く、ついで、「地域が安全でなくなった」「近所の人々が親交を深められる機会が不足している」と続いている。
　　[image: image7.bmp]
さらに、小・中学生の保護者に対する、どのような部分で地域が子どもにかかわってほしいかという質問では、「社会のルールを守ることを教える」と回答した保護者が約６割、「自然や環境を大切にする気持ちを育てる」、「人を思いやる気持ちを育てる」、「ものを大切にする気持ちを育てる」がそれぞれ約半数となっている。
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これらは国の調査結果であり、教育コミュニティづくりを進めてきてその成果が表れつつある大阪府とは、地域の教育力が低下していると感じる人の割合が若干異なるものと思われる。しかし、地域の教育力が低下していると思う理由や地域に果たしてほしい役割については、ある程度共通しているものと考えられる。
これによると、多くの人々は、地域のつながりの希薄化により地域の教育力が低下していると考えているが、一方で、子どもたちには地域活動を通じて規範意識や公共心等を育ませたいと望んでいる。
すなわち、地域は様々な年齢層や立場の人々とふれあうことで、経験を積み重ね、社会性や公共性、さらには思いやりなど他者とのかかわり方を身につけることのできる場であり、多くの人々にとって、昔も今も地域における無形の教育力はきわめて大きな意味を持つものと言える。
　　しかしながら、地域活動の形態や人々の意識は変化してきている。
これまでの地域活動は、どちらかというと本人の意思とは関係なく、半ば強制的に加入する組織や活動が主流であった。しかし、時代の流れとともに、やらされるのではなく、やりたいと思う人がやりたいと思う組織や活動に好きな時に加わり、好きな時にやめるという傾向が強まってきている。また、できればいろいろな人と一緒にやりたい、でもどうやって声をかければよいのかわからない、きっかけがつかめないという人が多い。
そこで、まずはいろいろな活動に参加するうちに、自分の周りを見渡して、身近なところで困っている人がいるなど、様々な課題があることに気づいていく。そして、このような体験をした人がどんどんつながっていけば、やがて大きな活動の輪へと拡がっていくことが期待できる。
つまり、私たちにはできるだけ多くの、そして多様な人々がかかわれるきっかけをつくっていくことが求められており、そのための具体的な方策を提案することが地域の教育力の向上につながっていくと考えられる。
次に、地域活動の中でも、家庭教育及びその支援にかかわる活動は重要であり、その性格も他の地域活動とは若干異なるため、特にとりあげておきたい。
　　家庭教育は、基本的な生活習慣や他人に対する思いやり、社会的なマナーなどを身につけさせるため、保護者が子どもに対して行う教育であり、子どもの成長にとって大きな影響を及ぼす。
そこで、保護者の現状を見てみると、文部科学省の「家庭教育の活性化支援等に関する特別調査研究」では、平成２０年度の調査において、家庭の教育力が低下していると感じる親の割合はほぼ８割となっており、これは平成１３年の同調査から約１割増えている。
　　
さらに、平成７年の「子供たちの自然体験・生活体験等に関する調査研究」によると、生まれたばかりの赤ちゃんを見たことがない児童・生徒は約４割、赤ちゃんのオムツを替えたり寝かしつけたりしたことがない児童・生徒は約７割となっている。つまり、現在、子育て中の保護者の多くは、赤ちゃんとの直接的な接触経験のないまま、子育てに入っていることになる。

このような状況の中で、平成１６年の「大阪府次世代育成支援に関する市町村ニーズ調査」では、子育てに不安感や負担感を感じている保護者が、「なんとなく感じる」と答えた割合とあわせると約半数になっている。
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教育基本法では、家庭教育にかかわる第一義的責任は保護者が有するとされているものの、保護者の置かれている状況は決して一様ではない。日ごろから自分で情報を収集して積極的に講座等に参加して家庭教育について学んでいる保護者もいれば、身近に相談できる人がいなくて不安に陥っている保護者、共働きあるいは一人親家庭で子どもと向き合う時間をなかなかとれない保護者、経済的に厳しい状況にある保護者など、まさに様々である。

子どもをすこやかに成長させたいという保護者の思いは共通ではあるものの、保護者のがんばりだけではどうにもならないこともあるのが実情であり、保護者が厳しい状況のままでは、すこやかに子どもを育てることはなかなか難しいと言わざるを得ない。
保護者自身がいきいきと家庭教育に取り組める環境が醸成されるよう、保護者のエンパワメント(*2)と、それを支える地域のネットワークをつくっていくことが必要である。

(*2)　エンパワメント　　

自信を育てる機会や支援を提供することにより、その人が本来持っている内なる力を発揮できるようになることをいう。これにより、社会的な活動等への参加・参画を促すことにつながると言われている。そのためには、社会全体で家庭教育支援に取り組む環境を醸成していくことが必要である。
【　社会教育の役割　】
　　ここまで、めざす地域社会の状態ならびに地域の教育力の向上に向けて、当会議の見解を述べてきたが、次に、大阪府の社会教育は何を大切にし、何をするべきかをあらためて整理しておく。

すでに述べたように、社会教育の特長は自主的な活動であり、相互的な学習である。大阪府の社会教育においては、引き続き、住民の自ら学ぶ意欲を喚起し、意欲を持った人々や団体・機関をつなぐことで、互いの学びあいによる活動のさらなる展開を図りたい。
地域における活動は、時代に応じて形を変えながら行われるものであり、その過程においては大きくなる時も小さくなる時もある。大切なことは、これらの活動が途切れずにつながりを持ち続けることである。
社会教育には、地域社会を構成する多様な団体・機関が持続可能なゆるやかな連携を保ち、課題にあわせて臨機応変に組織を組み替えることなども含めた柔軟な対応（活動の再活性化）が可能となるよう、住民を啓発するとともに、環境を整えていくことが求められている。
そのためには、それぞれの地域で暮らす多様な人々が、「私たちのまち」を自分たちでつくっていくという意識を持てること、そして、社会教育施設や社会教育関係団体といった社会教育の持つツールを活用することはもとより、地域社会を構成するより多くの関係団体・企業・ＮＰＯ・大学等との協働が不可欠である。
とりわけ、社会教育施設においては、学習成果を活用する場としての役割を果たすことも期待される。公民館や図書館等においてボランティア活動が盛んになってきているのはその表れであるが、受入体制ができていないなど未整備な部分もある。学習成果を活かす場が広がることで学習者自身の充実感が生まれ、さらに意欲が増すという相乗効果も期待できる。このような学習支援・社会参加支援は社会教育行政の重要な役割である。
　　社会教育行政が、活動の定着に必要な環境づくりに向け、様々な社会教育資源を丁寧に結びつけていくとともに、活動拠点の整備や活動を広げるためのネットワークづくりなど具体的な働きかけを行うことで、地域の教育力の向上が図られることを期待する。
よりよい地域社会をめざして（髙木紀代子）


子どもたちがいきいきと活動できる地域社会を構築するのは、私たち大人の役割であるとの認識を持ち、しかけ人として声をあげること＝発信、一緒にならとつながること＝連携、ともに行動を起こすこと＝実践が、現状の様々な課題に対し、具体的な方策を生み出し、社会に変化をもたらします。子どもたちが地域とのかかわりの中で、楽しい体験を積みながら自ら考え、行動できる自主性のある人に成長していくことを願っています。








○地域の身近な場で気軽に集い、子どもから大人まで交流できる機会や場がある


○そこで様々な情報を交換・共有していくことで、少しずつ日常的なつながりができていく


○そして、ちょっと困った時に「どうしたん？」「実はこんなことで困ってるねん」と声をかけあい、「それやったら、こんなところがあるから一緒に行ってみよか」「こんなこと、やってみよか」と言いあえる関係が築かれている














【参考：ソーシャル・キャピタルが蓄積される過程】


①コミュニティをよくしたいという気持ちから、または仲間どうしの楽しみや交流を目的として、自分で何かをはじめ、他の人を巻き込む。あるいは、すでに存在する活動に参加することで、地域の様々な人たちとのつながりをもつ。


②ともに活動し、交流して、同じ目的をもって「一緒に汗をかく」体験を共有する。そのことによって「相互信頼」が生まれてくる。


③その相互信頼が、活動の枠を超えてコミュニティ全体に浸透し、特に意識しなくても協力的な行動が地域の人々に根づいていく。それが学校や地域の活動に結びつけられたとき、教育コミュニティがより豊かなものとなる。





もっと地域にかかわろう（塚本浩司）


活動を進めていくためには、一人でも二人からでもいいから、とにかくあきらめずに、活動を続けていくことが大切だと思っています。


地域には様々な団体があります。そこには中心となる人が必ず存在します。この人たちがつながることで、団体間の連携が進み、そのことがより活動の幅を広げることにつながっていきます。


　私がかかわっている青年団でも、年々入る人が減っています。とりわけ、若い人たちにはまず地域の活動に参加することからはじめてほしいと思います。





少しでもよい社会へ（別所俊顕）


私は多くの団体に入って活動を続けていますが、一つの事業を行うのには多くの時間がかかります。そのうえ、人間関係が複雑に絡み、面倒なことがいっぱいあって、なぜこんなことをしないといけないのかと考えこんでしまうことがあります。


でもその事業が終了した時、やはりやってよかったという達成感があります。これがまた次へつながっていくのです。


職業柄、少しでも地域に役立つことが大切であると考えています。今よりも少しでもよい社会をめざして！





出　　典：内閣府「国民生活白書」平成１９年版





出　　典：内閣府「国民生活白書」平成１９年版





出　　典：文部科学省委託調査「家庭教育の活性化支援等に関する特別調査研究」平成２０年度


調査対象：０歳～１８歳の子どもを持つ２０歳～５４歳の父母３，０００人





問　あなたは、世の中全般に家庭の教育力が低下していると思いますか。
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出　　典：文部科学省委託調査「家庭教育の活性化支援等に関する特別調査研究」平成２０年度


調査対象：０歳～１８歳の子どもを持つ２０歳～５４歳の父母３，０００人





出　　典：青少年教育活動研究会「子供たちの自然体験・生活体験等に関する調査研究」平成７年


調査対象：小学生（４・５・６年生）、中学生（１・２年生）２，２４９人
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出　　典：「大阪府次世代育成支援に関する市町村ニーズ調査」平成１６年











本当の「家庭のエンパワメント」（桜井智恵子）


子育ては、社会に対する信頼があり、はじめて、親たちは安心して行えます。けれど今、社会に希望が持てない状況が広がり、子育ての社会的な支えがゆらぎ、親は不安が増しています。


なんでも「力」が低下したと言われがちですが、「力」は奪われているというのが実情です。そこで、本当の家庭のエンパワメントとは、次のようになるのではないでしょうか。


「家庭教育力」をつけるというより、むしろ家庭を取り巻く緊張した状況をゆるめるといった、社会的合意が肝心。子どもへの教育過剰のまなざしは、とりわけ家庭を緊張させます。力の低下と決めつけ、「向上」だというワンパターンから自由になり、「子育ち」をゆるやかに応援できる社会を、私たちはめざしたいものです。
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